
7.2 概算事業費 

 

当初約 190億円(消費税抜き)と試算していた概算事業費について、建設事業者へのヒアリン

グ結果等を考慮すると、サッカースタジアム建設及び関連整備に要する費用は約 220～260億

円(消費税込み)と想定される。これに埋蔵文化財発掘調査等の費用を加えると、概算事業費は

下表のとおりとなる。 

今後、令和 2年度に実施予定のサッカースタジアム建設に係る設計・施工一括発注に向けた

要求水準書や諸条件の整理の中で事業費を精査するとともに、コスト縮減に努める。 

概算事業費 約 230～270億円 

整 備 内 容 

・サッカースタジアム建設 

・関連整備 

公園再整備 

ペデストリアンデッキ＊16整備 

・埋蔵文化財発掘調査等 

※広場エリア等のにぎわい施設については、民間事業者による整備とし、概算事業費には含まない。 

 

7.3 資金調達手法 

サッカースタジアムの経済効果は、広島市ひいては広島県全体の活性化につながるもので

あることから、幅広く民間企業や個人から寄附を募るほか、国の交付金の最大限の活用や使

用料収入等を償還財源とする市債の発行などにより資金の確保を図るとともに、広島市及び

広島県が協力してその他の資金確保にも努める。 

企業や個人からの寄附金 

企業については、寄附の意向が示されている㈱エディオン、マツ

ダ㈱から寄附を受けるとともに、広島商工会議所及び他の経済団

体を通じて地元企業等からの寄附を募る。また、企業版ふるさと

納税制度＊27の活用についても検討する。 

また、個人については、サンフレッチェ広島等の協力も得ながら、

ふるさと納税制度を活用して寄附を募るなど、寄附金の確保に努

める。 

国の交付金 
「社会資本整備総合交付金」、「防災・安全交付金」等、国の補

助金の最大限の活用に努める。 

使用料収入等を償還財源とす

る市債の発行 

サッカースタジアムの施設使用料等を償還財源とする市債を広

島市が発行する。 

地方公共団体による資金確保 
その他、不足する部分については広島市及び広島県が協力して資

金確保を図る。 

 

 36 



第８章 管理・運営手法 

8.1 管理・運営手法 

サッカースタジアム及び広場エリアが、市民・県民等に親しまれ、にぎわい・交流の場とし

て利用され続けるためには、安定的・持続的な管理・運営を行う必要があることから、以下の

ような手法により管理・運営を行う。 

1. サッカースタジアム 

サッカースタジアムについては、民間事業者のノウハウ等の活用により管理・運営費を抑

制できる指定管理者制度＊25を採用することを基本とするとともに、サッカースタジアム内の

にぎわい創出など多機能利用に係る施設についても、民間事業者に管理及び運営を委ねるこ

とで収益の最大化を図る。なお、指定管理者の指定にあたっては、広島市民球場や国内の J

リーグホームスタジアム等の先行事例を参考に検討を進める。 

2. 広場エリア 

広場エリアについては、Park-PFI＊26等の民間事業者による管理・運営手法を活用し、管理・

運営の効率化を図る。 

3. サッカースタジアムと広場エリアの連携的管理・運営 

中央公園広場としての運営面での一体感醸成や柔軟で円滑な運営推進の観点から、サッカ

ースタジアムの管理・運営者、広場エリアの管理・運営者に加え、周辺施設の管理・運営者

であり、公園管理者である広島市など関係者によって構成される協議会を設置し、定期的な

協議を行いながら一体的な運営に努める。 

8.2 収支計画の基本的な考え方 

収支計画の基本的な考え方は以下のとおりである。 

なお、収支計画は、設計・施工の発注準備における民間事業者へのヒアリング結果等を踏ま

えた詳細な試算を基に作成する。 

1. サッカースタジアム 

サッカースタジアムの収支については、現在のエディオンスタジアムの実績や他都市の類似

のサッカースタジアムの事例を踏まえると、年間のサッカーの試合数が少ないこと等から支出

が収入を上回り、指定管理料が発生することが見込まれる。そのため、サッカースタジアムを

多目的に利用するなどにより稼働率を向上させ施設利用料金収入を上げ、収支の改善を図る必

要がある。 

さらには、広告の掲示による収入、試合やイベントの開催と連動したコンコース等への店舗

の設置や多機能化施設の使用料収入により、施設全体として黒字化を図り、指定管理料及び市

債償還の財源の確保を目指す。 

また、ネーミングライツについては、サッカースタジアム本体だけではなく、ゲートやシー

トなどの多様な設定を検討し、市債償還だけでなく、将来の修繕に備えて積立を行える財源を

確保できるよう努める。 

2. 広場エリア 

広場エリアについては、Park-PFI＊26等の民間事業者による整備・管理を行うことで、公園

全体の維持管理に必要な財政負担の軽減を図るとともに、サッカースタジアムと一体的に機能

し、相乗効果を生み出すことで収益性向上を図り黒字化を目指す。 
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第９章 事業スケジュール 

 

事業スケジュールについては、「サッカースタジアム建設の基本方針」において示したスケジ

ュールを基に、下記のスケジュールで事業を推進し、令和 6年(2024年)の開業を目指す。 

【事業スケジュール】 

令和元年度(2019年度) 基本計画の策定 

令和 2年度(2020年度) 設計・施工の発注準備、事業者選定 

令和 2年度(2020年度)～令和 5年度(2023年度) 基本・実施設計、建設工事、開業準備 
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【参考】 基本計画の策定に向けた意見聴取等 

「サッカースタジアム建設の基本方針」において、「サッカースタジアムは、サッカーのた

めの施設にとどまらず、都心部の更なる活性化に寄与することが期待され、サッカースタジア

ムが都心部の再生の起爆剤となるよう、スタンド下を活用したにぎわい機能の導入を進めるな

ど多機能化＊4・複合化＊5を図り、年間を通じて人が集まるサッカースタジアムとしていくとと

もに、若者を含む幅広い世代が楽しめるような施設とする。」としている。 

この基本的な考え方を実現するためには、より多くの方々の意見に耳を傾ける必要があると

考え、「サッカースタジアムについて意見を聴く会」、「広島県民・市民アンケート調査」、

「サポーター等実態調査」、「民間事業者ヒアリング」を通じて多くの方々の意見を聴取する

とともに、国内外の先進的なサッカースタジアムについて視察調査を行った。 

 

1.サッカースタジアムについて意見を聴く会【資料編参照】 

・開催日：①令和元年（2019年）10月 21日（月）午後 2時 30分～4時 30分 

②令和元年（2019年）12月 20日（金）午後 2時 00分～3時 40分 

・委 員：学識経験者、経済・観光分野の有識者、スポーツ分野の有識者、福祉分野の有識

者、女性団体の代表者、若者代表者 

・聴取事項：サッカースタジアムや中央公園広場に導入するにぎわい機能、サッカー場とし

ての機能・仕様等について 

 

2.広島県民・市民アンケート調査【資料編参照】 

・開催日：令和元年（2019年）10月１日（火）～14日（月・祝） 

・調査対象：広島県民・市民等 

・調査目的：サッカースタジアムと中央公園広場を、年間を通じて広島県民・市民など多く

の人が訪れる、街なかにふさわしい魅力ある空間にしていくために、広島県民・

市民のニーズ、観戦動向等を把握するため 

・回答者数：9,517人 

 

※このほか、以下の実態調査を実施した。 

・サポーター実態調査 

・アウェイサポーター実態調査 

 

3.民間事業者ヒアリング 

・実施期間：令和元年（2019年）10月～ 

・ヒアリング対象企業：飲食・物販、スポーツ・アウトドア、施設運営・管理、イベント関

連、建設会社等 

・主なヒアリング事項：①当該エリアでの事業展開の条件について 

②本事業への関心について 

③年間を通じたにぎわいづくりの方策について 
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4.欧州サッカースタジアム等視察【資料編参照】 

・実施日：令和元年（2019年）11月 22日（金）～30日（土） 

・視察先：オランダ（アムステルダム、ロッテルダム、アイントホーヘン） 

ドイツ（デュッセルドルフ、レバークーゼン） 

イギリス（ロンドン） 

・視察対象：ヨハンクライフ・アレナ（アムステルダム） 

      スタディオン・フェイエノールト（ロッテルダム） 

      フィリップス・スタディオン（アイントホーヘン） 

      メルクール・シュピール・アレーナ［旧エスプリ・アレーナ］（デュッセルドルフ） 

      バイ・アレーナ（レバークーゼン） 

      ウエンブリー・スタジアム（ロンドン） 

      トッテナム・ホットスパー・スタジアム（ロンドン） 

      ロンドン・スタジアム（ロンドン） 

      エミレーツ・スタジアム（ロンドン） 

      スタンフォード・ブリッジ（ロンドン） 

      Ｏ２アリーナ（ロンドン） 

      グラナリー・スクエア（ロンドン） 

      ハイド・パーク（ロンドン） 

      ウインブルドン・ローンテニスクラブ・センターコート（ロンドン） 

 

5.国内サッカースタジアム等視察 

・実施日：平成 28年度（2016年度）～令和元年度（2019年度） 

・視察先： ノエビアスタジアム神戸（兵庫県神戸市） 

パナソニックスタジアム吹田（大阪府吹田市） 

埼玉スタジアム２００２（埼玉県さいたま市） 

ユアテックスタジアム仙台（宮城県仙台市） 

Koboパーク宮城（宮城県仙台市） 

ゼビオアリーナ仙台（宮城県仙台市） 

ミクニワールドスタジアム北九州（福岡県北九州市） 

横浜スタジアム（神奈川県横浜市） 

カシマサッカースタジアム（茨城県鹿嶋市） 

京都スタジアム（京都府亀岡市） 

大阪城公園／ＪＯ－ＴＥＲＡＣＥ ＯＳＡＫＡ（大阪府大阪市） 

天王寺公園／てんしば（大阪府大阪市） 

名城公園／トナリノ（愛知県名古屋市） 
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用語集 
 

＊ 用語 概要 

1 J リーグクラブライセンス
制度 

公益社団法人日本プロサッカーリーグ（J リーグ）が 2013 年シー
ズンから導入した制度（2012 年 2 月 1 日より施行）であり、競技
基準（育成部門、選手との契約締結など）、施設基準（スタジアム
の仕様など）、人事体制など 5 つの審査基準を設け、基準を満たし
たチームにライセンスが付与される仕組み。 

2 AFC スタジアム規則 アジアサッカー連盟が定めた、サッカースタジアムの整備にあたっ
てのガイドライン。 

3 多目的化 サッカースタジアムにおいて、本来目的であるサッカー場としての
利用だけでなく、スポーツイベントや他競技に活用すること。 

4 

 

多機能化 サッカースタジアム機能だけでなく、カフェやレストランなどの飲
食機能やビジネスミーティングのための会議室など、本来機能以外
の機能を導入すること。 

5 複合化 単なる公園としての機能だけでなく、複数の機能を果たすことによ
り、サッカースタジアムとの相乗効果を生み出すこと。 

6 国有財産法 国が保有する財産の管理のために制定された法律であり、財産の取
得、維持、保存、運用及び処分などについて示す法律。 

7 都市公園法 都市公園の設置及び管理に関する基準等を定め都市公園の健全な
発達を図り、公共の福祉の増進に資することを目的として制定され
法律。 

8 都市再生緊急整備地域 都市再生特別措置法の政令により定められ、都市開発事業などによ
り緊急かつ重点的に市街地整備を推進し都市再生の拠点となるべ
き地域。 

9 ひろしま都心活性化プラン 広島の都心のまちづくりの方向性として、都心の将来像・目指す姿
及び具体的な施策を示した計画。 

10 中央公園の今後の活用に係
る基本方針 

「中央公園の今後の活用に係る検討状況（中間報告）」（平成 24 年
11 月）などを踏まえ、外国人観光客の誘導や民間活力の導入など
の新たな視点を加味し、有識者会議における議論を経て、中央公園
の今後の活用に係る基本方針を取りまとめたもの。 

11 ユニバーサルデザイン 年齢や障害の有無、体格、性別、国籍などにかかわらず、誰でも使
用可能なように設計すること。 

12 官民連携手法 公共施設等の建設・維持管理・運営等を行政と民間が連携して行う
ことにより、民間の創意工夫等を活用し、財政資金の効率的使用や
行政の効率化等を図る手法（例：デザインビルド、指定管理者制度、
包括的民間委託、PFI（Private Finance Initiative）など）。 

13 ホスピタリティ 「心からのもてなし」「深い思いやり」など。相手にとって心地よ
い行動やサービスのこと。 

14 交通モード 自動車、自転車、電車、バスなどの交通手段のことを示す。 

15 人流ビッグデータ スマートホン等の情報端末より人の位置情報を取得したデータで
あり、計画地周辺の人の動きを把握することにより将来の交通需要
予測等に活用できる。 

16 ペデストリアンデッキ 広場と横断歩道橋の両機能を併せ持ち、高架で設置された歩行者専
用通路をいう。 

17 スタジアム標準 財団法人日本サッカー協会が定めた、サッカースタジアムの建設・
改修にあたってのガイドライン。 

 41 



＊ 用語 概要 

18 J リーグスタジアム基準 J リーグが定めた、サッカースタジアムの整備にあたっての基準。 

クラブライセンスの付与に必要な審査基準の一つでもある。 

19 ハイブリッド芝 天然芝に一定割合の人工芝を混ぜて敷設した芝。芝の耐久性が向上
する。 

J リーグ基準では、人工芝の割合は 5％以下と定めている。 

20 ゼロタッチ 観客席の最前列の高さが、ピッチと同じレベルに設置されているこ
と。選手との距離が近く、臨場感のある観戦ができる。 

21 センサリールーム 感覚過敏の特徴がある子どもたちとその家族が安心して過ごすこ
とができる部屋。大きな音や眩しい光、人混みなどが苦手な人でも、
落ち着いた環境で観戦を楽しむことができる。 

22 広島市景観計画 市民、事業者、行政が連携・協働して、広島市の目指す「美しく品
のある都市景観」を総合的かつ計画的に実現していくための景観形
成の方針やルール、方策などを体系的に示すものとして、平成 26
年 7 月に策定した計画。 

23 グローライト スタジアムなどスポーツ施設において、屋根による日影等による天
然芝の育成不足を改善するため、人工的に光を作り出し、芝を健全
に育成するための照明設備。 

24 DB 方式 / DBO 方式 従来の公共事業では、設計（Design）と施工（Build）を分離して
発注するが、DB 方式は設計及び施工を一体として発注する方式。
DBO 方式は設計、施工及び運営(Operate)を一体として発注する方
式。 

25 指定管理者制度 地方自治法の一部を改正する法律（平成 15 年 9 月）により、公の
施設の管理を地方公共団体の出資法人、公共団体や公的団体に限っ
て委託できる「管理委託制度」が廃止され、これらの団体に加え幅
広く民間事業者を含んだ地方公共団体が指定するものが管理を代
行する制度。 

26 Park-PFI 平成 29 年の都市公園法（昭和 31 年法律第 79 号）の改正により設
けられた制度。飲食店、売店等の公園利用者の利便の向上に資する
公園施設（公募対象公園施設）の設置と、当該施設から生ずる収益
を活用してその周辺の園路、広場等（特定公園施設）の整備、改修
等を一体的に行う者を、公募により選定する「公募設置管理制度」
（Park-PFI）。都市公園に民間の優良な投資を誘導し、公園管理者
の財政負担を軽減しつつ、都市公園の質の向上、公園利用者の利便
の向上を図ることが期待されている。 

27 企業版ふるさと納税制度 国が認定した地方公共団体の地方創生プロジェクトに対し企業が
寄附を行った場合に、寄附額の３割を法人関係税から税額控除する
仕組み。これにより、損金算入による軽減効果（寄附額の約３割）
と合わせて、最大で寄附額の約６割が軽減され、実質的な企業の負
担は約４割まで圧縮される。地方税法における「主たる事務所又は
事業所」が所在する地方公共団体への寄附は本制度の対象外であ
る。なお、令和２年度の税制改正に伴い、税額控除の割合が現行の
３割から６割に引き上げられ、実質的な企業の負担は約１割まで圧
縮される予定。 
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年

昭
和
5
5
年
開
設
（築
3
9
年
）

こ
ど
も
図
書
館

約
2
1
.0
万
人
/
年

昭
和
5
5
年
開
設
（築
3
9
年
）

青
少
年
セ
ン
タ
ー

約
2
4
.2
万
人
/
年

昭
和
4
1
年
開
設
（築
5
3
年
）

フ
ァ
ミ
リ
ー
プ
ー
ル

約
1
1
.8
万
人
/
年

昭
和
5
4
年
開
設
（築
4
0
年
）

広
島
県
立
総
合
体
育
館

約
1
8
9
.1
万
人
/
年

昭
和
3
7
年
開
設
（平
成
6
年

改
修
後
、
2
5
年
）

中
国
放
送

中
央
図
書
館

約
3
9
.7
万
人
/
年

昭
和
4
9
年
開
設
（
築
4
5
年
）

映
像
文
化
ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー

約
3
.8
万
人
/
年

昭
和
5
7
年
開
設
（
築
3
7
年
）

ひ
ろ
し
ま
美
術
館

約
1
6
.9
万
人
/
年

昭
和
5
3
年
開
設
（
築
4
1
年
）

中
央
庭
球
場

約
6
.4
万
人
/
年

昭
和
2
4
年
開
設
（
平
成
6
年

改
修
後
、
2
5
年
）

中
央
バ
レ
ー
ボ
ー
ル
場

約
1
.6
万
人
/
年

昭
和
2
5
年
開
設
（
築
6
9
年
）

広
島
城

約
3
0
.5
万
人
/
年

昭
和
3
3
年
天
守
閣
再
建

（
築
6
1
年
）

広
島
バ
ス
セ
ン
タ
ー

約
3
.3
万
人
/
日
（
平
日
）

約
2
.2
万
人
/
日
（
休
日
）

※
平

成
2
8
年

4
月

調
査

昭
和
3
2
年
開
設
（
昭
和
4
9
年

の
現
ビ
ル
建
設
後
、
4
5
年
）

相
生
通
り

城
南
通
り

原
爆

ド
ー

ム

観
光
バ
ス
駐
車
場
（
6
0
台
）

広
島
県
庁

広
島
市
民
病
院

紙
屋
町
シ
ャ
レ
オ

広
島
商
工
会
議
所

Ｐ
Ｌ
教
団

平
和
記
念
資
料
館

約
1
5
2
.2
万
人
/
年

基
町
環
境
護
岸

基
町
環
境
護
岸

ハ
ノ
ー
バ
ー

庭
園

武
道
場

上
部
広
場

護
国
神
社

旧
市
民
球
場
跡
地

イ
ベ
ン
トの
来
場
者

約
8
7
.5
万
人
/
年

18
9.

1
万
人

/年
11

.8
万
人

/年 58
.4

万
人

/年

87
.5

万
人

/年

43
.5

万
人

/年

16
.9

万
人

/年

30
.5

万
人

/年

1.
6

万
人

/年

市
営

基
町

住
宅

基
町
ポ
ン
プ
場

広
島
バ
ス
セ
ン
タ
ー

市
営
駐
輪
場

約
8
.0
万
人
/
年
（
一
時
利
用
）

約
2
4
.0
万
人
/
年
（登
録
利
用
）

昭
和
6
1
年
開
設
（
築
3
3
年
）

そ
ご
う
広
島
店

ア
ク
ア
広
島
セ
ン
タ
ー
街

昭
和
4
9年
開
設
（
築
45
年
）

6.
4

万
人

/年

中
央
公
園
の
区
域

（4
2
.8
ha
）

万
人

/年
年
間
利
用
者
数

（平
成
3
0
年
度
）

〔
赤
字
〕
万
人

地
下
道

＜
凡
例
＞

三
の
丸

市
道

24
.2

万
人

/年

渝
華
園

3

（
も
と
ま
ち
パ
ー
キ
ン
グ
進
入
路
）
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